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総合通信基盤局 

 

 

  総務省では、平成１３年（２００１年）４月１１日付けで加入者系無線アクセスシステム

用周波数（２６GＨz 帯）の追加に伴い、一部を改定した基本的方針を公表して意見を

受け付けたところであり、これらの意見を踏まえ、別紙１のとおり「準ミリ波・ミリ波帯周

波数を利用した新たな加入者系無線アクセスシステムの導入に関する基本的方針等」

を定め、５月１４日から無線局免許申請を受け付けることとします。 

  なお、２６ＧＨｚ帯追加に係る基本的方針についての意見提出状況及び提出された

意見に対する総務省の考え方は別紙２のとおりです。 

  おって、本件については、総務省のホームページ(http://www.soumu.go.jp/）へ掲載

することとしています。  

 

連絡先 ： 総合通信基盤局 

  電気通信事業部  事業政策課

（担当 ： 二宮課長補佐、和田係長） 

電話：０３－５２５３－５８３５ 

  電波部  基幹通信課 

（担当 ： 高野無線局検査官、吉田係長）

電話：０３－５２５３－５８８６ 

 

 

 

  



別紙１ 

 

準ミリ波帯・ミリ波帯周波数を利用した新たな加入者系無線アクセスシステ

ムの導入に関する基本的方針 

 

１  対象となるシステム 

  準ミリ波帯・ミリ波帯の周波数を利用した新たな加入者系無線アクセ

スシステムに係る無線設備規則（昭和２５年電波監理委員会規則第１

８号）等の規定の整備に関する電波監理審議会答申（平成１０年１１月

２０日付け）に基づく、対向方式（以下「Ｐ－Ｐ*方式」という。）及び一対

多方向方式（以下「Ｐ－ＭＰ**方式」という。）による電気通信業務用の

システムとする。 

２  システム導入の目的 

  本システムの導入により、地域電気通信市場の競争を促進するとと

もに、今後大きな需要が見込まれるマルチメディア通信等大容量の情

報通信を無線により可能とする。 

３  導入時期 

  無線設備規則の一部を改正する省令による改正後の無線設備規則

（以下「改正無線設備規則」という。）等が施行された日（平成１０年１２

月２５日）から、本システムに関する電気通信事業許可等の申請及び

無線局免許申請を受け付ける。 

４  周波数割当て 

(1)  本システムに割り当てる周波数 

  次の周波数帯から割り当てることとする。  

22 GHz 帯 22.0-22.4 GHz 、 22.6-23.0 GHz 計 800 MHz 

26 GHz 帯 25.25-27.0 GHz 計 1750 MHz 

38 GHz 帯 38.05-38.5 GHz 、 39.05-39.5GHz 計 900 MHz 
 

  ただし、移行が必要な無線局等が存在するため、上記周波数帯のすべて



を使用することはできない。 

(2)  周波数帯のブロック化 

  本システムに必要とされる技術的条件等にかんがみ、(1)の割当て可能な

周波数帯を、送信側と受信側でそれぞれ帯域幅 60 MHz（合計 120MHz)の

周波数ブロックに分割する。 

  割当て可能な周波数ブロック数は、既存無線局の移行に要する期間等に

より、次のとおりとなる。  

 平成 13 年 3 月まで 平成 13 年４月以降

22 GHz 帯 4 ４ 

26 GHz 帯 ７ １３ 

38 GHz 帯 ７ ７ 
  

(3)  Ｐ－Ｐ方式への割当て  

1)   Ｐ－Ｐ方式については、22 GHz 帯、26 GHz 帯及び 38 GHz 帯から割り

当てる。 

2)   無線局を一定基準以上設置する計画を有する者に対して、１周波数ブ

ロックを１単位として、地域ブロック(注)ごとに割り当てる。 

(注) 地域ブロックは、北海道、東北、関東、信越、東海、北陸、近畿、中

国、四国、九州、沖縄を基本とする。(4) 2)において同じ。 

3)   無線局を相当数設置し、割り当てられた周波数ブロック内においてそれ

以上割当て可能な周波数を確保することが困難となり、かつ引き続き無

線局を一定基準以上設置する計画を有する者については、他の１周波数

ブロックの追加割当てを行う。 
 

(4)  Ｐ－ＭＰ方式への割当て  

1)   Ｐ－ＭＰ方式については、26 GHz 帯及び 38 GHz 帯から割り当てる。 

2)   無線局を一定基準以上設置する計画を有する者に対して、原則として、

１周波数ブロックを１単位として、地域ブロックごとに割り当てる。 

3)   2)の者のうち、無線局を相当程度以上の密度で設置する計画を有する

者に対しては、可能な限り隣接する周波数ブロックから、３以下の周波数

ブロックを割り当てる。 
 

(5)  周波数ブロックの共用  

1)   周波数の有効利用を図るため、上記(3) 2)及び 3)又は(4) 2)の計画を有

しない者については、他の同様な者と共用する周波数ブロックを割り当て

る。 

2)   未割当て周波数ブロックがなくなり、かつ、他の者に対して既に割り当て



た周波数ブロックとの共用が可能な場合は、当該周波数ブロックを割り当

てる。 
 

(6)  割当て周波数帯の拡大 

  本システムに対する周波数需要が、現在割り当てる予定の周波数を上回

るものであると認められる場合には、他の周波数帯における、本システム

の導入の可能性を検討する。 

５  事業主体 

(1)  事業主体は、地域電気通信市場への参入機会を広く提供する観点から、

既存の電気通信事業者、新規に電気通信事業を行おうとする者のいずれ

も可能とする。 

(2)  本システムのための周波数は、地域電気通信市場の競争を促進する観

点から、新たに割当て可能となる周波数ブロックについては、平成１３年７

月１３日までの間、指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者

以外の者に対して割り当てる。 

  それまでの間、指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者に

ついては、引き続き、既存の加入者系無線アクセスシステムを収容するた

めに割り当てられた周波数帯において、既存のシステムと共用が可能な範

囲で、本システムのための周波数利用を認めるものとする。 

* Ｐ－Ｐ：対向を示す point-to-point を省略したもの。 

** Ｐ－ＭＰ：一対多方向を示す point-to-multipoint を省略したもの。  

 

準ミリ波帯・ミリ波帯周波数を利用した新たな加入者系無線アクセスシステ

ムのための無線局免許に関する方針 

 

１  免許申請受付開始日 

  本システムのための無線局の免許申請の受付開始日は、改正無線

設備規則等の公布・施行日（平成１０年１２月２５日）とする。 

  なお、平成１３年４月以降に新たに割当て可能となる周波数ブロック

の申請受付については、平成１３年５月１４日とする。 

２  周波数の割当方法に関する方針 



(1)  ２２ＧＨｚ帯、２６ＧＨｚ帯及び３８ＧＨｚ帯の各周波数帯の周波数ブロック

は、別表のとおり構成するものとし、原則として、高群及び低群周波数ブロ

ックを１単位として割り当てる。 

  なお、周波数分割複信方式のＰ－ＭＰ方式においては、基地局は高群周

波数を、また、陸上移動局は低群周波数をそれぞれ割り当て、時分割複信

方式のＰ－ＭＰ方式においては、申請者の希望等を考慮して、高群若しくは

低群のいずれか又は双方の周波数を割り当てるものとする。 

（注）別表に周波数ブロック表を添付する。 

(2)  周波数の指定に際しては、指定周波数帯（周波数帯の中央の周波数が

割当て周波数と一致し、かつ、その周波数帯幅が占有周波数帯幅の許容

値と周波数の許容偏差の絶対値の２倍との和に等しい周波数帯）が、周波

数ブロックの境界を越えないように指定する。ただし、同一の免許人が隣接

する周波数ブロックも使用している場合は、合わせた周波数ブロックの境界

を越えないように指定する。 

なお、周波数ブロック相互間には、ガードバンドを設けない。 

(3)  申請者は、周波数の割当てに関する審査に必要な資料として、次の事項

を記載した書面を総合通信局長等に提出するものとする。  

1)   免許の有効期間中において、毎年置局する市区町村毎の無線局数

（可能な限り、おおよその置局場所） 

2)   利用者に提供する予定の伝送速度 

3)   利用者の需要見込み 

（注）置局場所とは、基地局にあっては設置場所、陸上移動局にあって

は、加入者のビル等、運用する具体的な場所を指す。 
 

(4)  Ｐ－Ｐ方式に対する周波数割当てについて、準ミリ波帯・ミリ波帯周波数を

利用した新たな加入者系無線アクセスシステムの導入に関する基本的方

針（以下「基本的方針」という。）第４項(3)②及び③でいう「一定基準以上」と

は、原則として、連続する１００平方キロメートル程度の地域において、免許

の有効期間中に開設される予定の無線局数が１５６Ｍｂｐｓ換算で５０局以

上（変調方式が４値の多値変調方式の無線設備の無線局にあっては、伝

送容量の換算において一律２を乗ずる。）であり、最初の申請により同時に

開設されることとなる無線局数が１０局以上であることとする。 

(5)  Ｐ－Ｐ方式に対する周波数割当てにおける基本的方針第４項(3)③でいう

「相当数」とは、周波数の利用状況等を総合的に勘案して判断する（単に新

たな回線設定が困難となることではなく、技術の活用や回線のうかい等に



より最大限の局数が設置されていることが必要。）。 

(6)  Ｐ－ＭＰ方式に対する周波数割当てにおける基本的方針第４項(4)②でい

う「一定基準以上」とは、原則として、サービスエリアにおける加入者系無線

アクセスシステムの利用見込みに対し適切な回線設計となっており、連続

する１００平方キロメートル程度の地域において、免許の有効期間中に開

設される予定の基地局数が６０ＭＨｚの周波数帯を最大限利用する基地局

に換算して５局以上、陸上移動局数が１．５Ｍｂｐｓ換算で２００局以上であ

り、最初の申請により同時に開設されることとなる無線局数が、基地局につ

いては６０ＭＨｚの周波数帯を最大限利用する基地局に換算して２局以上、

陸上移動局については１０局以上であることとする。 

  なお、一定基準以上の計画を有さない場合は、原則として、周波数有効

利用の観点からＰ－Ｐ方式によるネットワーク構成を採ることとする。 

(7)  Ｐ－ＭＰ方式に対する周波数割当てにおける基本的方針第４項(4)③でい

う「相当程度以上の密度」とは、原則として、次の条件を満たすこととする（１

又は２の周波数ブロックを割り当てられた後、追加の周波数ブロックの割当

てを申請する場合にも適用する。）。  

1)   １００平方キロメートル程度以上の地域において、サービスエリアが連続

するように基地局を開設する計画であること。 

2)   申請された無線局について、基地局用周波数を有効に利用する計画を

有しており、無線局数が各周波数ブロックごとに、(6)の条件を満たしてい

ること。 
 

(8)  (4)～(7)の基準については、状況により柔軟に対応する場合があり、ま

た、周波数の利用状況等によって見直しがあり得るものとする。 

(9)  基本的方針第４項(5) 2)でいう周波数ブロックとの共用において、複数の

周波数ブロックが共用の候補となる場合は、当該周波数ブロックの状況（免

許人の数、無線局数、無線局の置局場所、置局密度、置局計画の実施状

況、周波数有効利用の度合い等）、申請者の希望（周波数帯、置局計画

等）等を勘案して共用する周波数ブロックを決定する。 

 

３  混信等の防止に関する方針 

(1)  すべての陸上移動局について、「この周波数の使用は、既に運用している

無線局の運用に妨害を与えない場合に限る」旨の条件を付して免許する。

これは、周波数ブロックを複数の免許人で共用する場合及び隣接周波数ブ



ロックに異なる免許人が存在する場合であって、新たに無線局を置局しよう

とする場所からの見通し内に既に異なる免許人の無線局が置局されている

場合には、当該免許人間で混信等の問題が無いことを確認した上で置局

し、運用することが義務付けられていることを指す。無線局には、地域ブロ

ックの境界線を越えた地点の無線局であっても見通し内であれば含むもの

とする。 

(2)  免許人又は申請者は、隣接する周波数ブロックへの漏えい電力につい

て、必要な配慮を行うこと。Ｐ－ＭＰ方式とＰ－Ｐ方式がそれぞれ隣接する

周波数ブロックの割当てとなる場合は、相互に干渉が問題とならないため

の条件を付すことがある。 

(3)  周波数の有効利用を図り、混信を防止することによって無線局の適正な

運用を確保するため、免許人は、無線局の運用状況に関する報告（免許番

号、運用場所及び混信の有無等）を求められることがある。 

(4)  免許人又は申請者が他の免許人との間で混信防止のための検討を行う

ときは、双方が誠意をもって対応することが要請される。また、混信検討に

おいては、双方の無線局からの干渉に対する雑音配分を適切なものとして

行うこととする。 

(5)  ２６ＧＨｚ帯の周波数の使用は、衛星間通信業務等に対する混信防止、静

止衛星に対する混信防止を考慮することとする。また、２２．０１ＧＨｚから２

２．２５５ＧＨｚまでの周波数を割り当てた陸上移動局の移動範囲について

は、電波法（昭和２５年法律第１３１号）第５６条の規定により指定を受けた

電波天文業務用の受信設備に混信を与える地域を除くこととする。 

 

４  その他の方針 

(1)  技術基準適合証明を受けた無線設備のみを使用する無線局以外の免許

申請においては、工事落成期限は、予備免許の日から６月以内とする。 

(2)  免許申請において、希望する周波数がある場合は、無線局事項書の電波

の型式並びに希望する周波数の範囲及び空中線電力の欄に明示すること

とする。 

  なお、希望周波数を明示する具体的方法としては、特定の周波数ポイント

を明示する方法、周波数帯を明示する方法等がある。 



(3)  免許申請の内容は、電波法関係審査基準（総務省訓令第６７号（平成１３

年１月６日））の関係規定に適合することとする。 
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参考資料 

準ミリ波帯・ミリ波帯周波数を利用した新たな加入者系無線アクセスシステ

ムの概要 

 

１  準ミリ波帯・ミリ波帯周波数を利用した新たな加入者系無線アクセスシステムとは 

  準ミリ波帯・ミリ波帯周波数を利用した新たな加入者系無線アクセス

システムに係る無線局設備規則等の規則の整備に関する電波監理審

議会答申（平成１０年１１月３０日）に基づくシステム。 

  本システムの導入により、地域電気通信市場の競争を促進するとと

もに、インターネット等の利用拡大に対応した高速通信網を無線により

構築可能とするシステムとして注目されている。 

 

  本システムの概要は以下のとおり。 

(1)  使用周波数帯：準ミリ波帯・ミリ波帯（22GHz 帯、26GHz 帯、38GHz 帯）

(2)  対向方式（P-P 方式） 

  伝送速度 最大 156Mbps（参考値） 

  伝送距離 最大４ｋｍ程度（参考値） 

(3)  一対多方向方式（P-MP 方式） 

  伝送速度 最大 10Mbps 程度（参考値） 

  伝送距離 半径１ｋｍ程度（参考値） 

 

２  実用化のイメージ 



 

 

 

 

  



別紙２ 

 

２６ＧＨｚ帯追加に係る基本的方針についての意見提出状況 

 

提    出    者 

国立天文台野辺山宇宙電波観測所 

トライトン・ネットワーク・システムズ・ジャパン株式会社 

東日本電信電話株式会社・西日本電信電話株式会社 

日本テレコム株式会社 

株式会社アイ・ピー・レボルーション 
 

 

 



加入者系無線アクセスシステム用周波数（２６ＧＨｚ帯）の追加に対する意見及びそれに対する総務省の考え方 

 

事業者等の意見 総務省の考え方 

１  22GHz 電波天文業務を配意した加入者系無線アクセスシステ

ムの周波数割当て 

 

  加入者系無線アクセスシステムと電波天文業務は一次業務

として、22GHz 帯が割当てられているため、加入者系無線アク

セスシステムの需要が伸びるにしたがって干渉が起こることが

懸念される。 

  そのため、電波天文観測施設の近傍で事業を展開する事業

者には、26GHz 帯の追加チャンネルを積極的に使用されること

を希望する（国立天文台野辺山宇宙観測所）。 
 

 

 

  電波天文業務に対する混信等の防止については、「準ミリ波

帯・ミリ波帯周波数を利用した新たな加入者系無線アクセスシ

ステムのための無線局免許に関する方針」の３（５）に示すとお

り、２２ＧＨｚの使用は電波法第５６条の規定による指定を受け

た受信設備に混信を与える地域を除くこととしている。 

２  送信出力レベル 

 

  長い中継伝送距離を確立するために、現行の 0.5W の上限を

米国の規定である２W 程度まで拡張することを要望する。 

  なお、これによる干渉問題は、無線局に干渉低減機能を具備

することで十分に解決できる（トライトン・ネットワーク・システ

ム・ジャパン）。 
 

 

 

  現行の基準は、電波の有効利用及び想定されるシステムとそ

の使用形態等を踏まえて電気通信技術審議会（現在の情報通

信審議会：情報通信技術分科会）で審議された結果に基づいて

いる。各事業者のサービス状況の考慮すると適当なものと考え

られる。 

３  中継回線としての使用  



 

  加入者系無線アクセスシステムは加入者を直接収容する用

途に限定されているが、中継回線のためにも使用できることを

希望する（トライトン・ネットワーク・システム・ジャパン）。 
 

 

  本システムは、加入者に対して、無線によるアクセスを提供す

るため使用するものである。この目的のために割り当てられた

周波数を単なる中継回線としても利用し得ることとするとアクセ

ス回線としての本来の用途への利用が制限されることとなり、

適当ではないと考えている。 

４  複数の周波数ブロック 

 

  P-P 方式では、１事業者１周波数ブロックの割当てを原則とし

ているが更なる伝送速度を実現するため連続した複数の周波

数ブロックが使用できることを希望する（トライトン・ネットワー

ク・システム・ジャパン）。 
 

 

 

  １周波数ブロックを６０ＭＨｚとしたのは、限られた電波の有効

利用のニーズに対応する156Mbpsの伝送が可能であり、かつ、

できるだけ多くの事業者が加入者無線アクセスシステムを利用

できるようにしている。 

  現時点では各事業者のサービス実態を踏まえても１ブロック６

０ＭＨｚの割当ては適当であると考えている。 

５  周波数ブロックの割当て 

 

  電気通信事業における競争促進、及び事業機会の公平性と

いう観点から、新規参入事業者に優先して割当てるのが適当と

考える（アイ・ピー・レボルーション）。 
 

 

 

  本システムの導入にあたっては、地域電気通信市場の競争

促進の観点から、これまで指定電気通信設備を設置する第一

種電気通信事業者以外の者に対して割当てを行ってきたもの。

この結果、現在１５事業者が参入してきている。 

  今後、事業主体については、加入者系無線アクセスシステム

を推進する立場から、既存、新規の参入事業者の別にかかわ



らず一定の基準に照らし周波数ブロックを割当てる考えであ

る。 

６  周波数ブロックの共用 

 

  共用は、電波の有効利用の面から非常に有意義ではある

が、混信防止等に係る事業者間調整については、手続き等の

ガイドラインを作成していただく必要があると考える（アイ・ピー・

レボルーション）。 
 

 

 

  これまで、ガイドラインによらず各事業者間の調整により、支

障なく運用されてきている。 

  今後、事業者間調整がうまくいかない場合など、ガイドライン

の作成等必要性が生じた場合は、その作成について検討を行

うこととする。 

７  無線局数の基準 

 

  電波の有効利用をふまえ、既存割当事業者が、基地局数及

び陸上移動局数など割当ての際の一定基準を満たしているの

かの調査も同時に実施し、その結果を公表し、満たしていない

事業者には、何らかの指導等が必要だと考える。また、今回の

新規に割当てられる事業者にも、適当な時期に、同様な調査を

実施する必要がある（アイ・ピー・レボルーション）。 
 

 

 

  一定基準を満たしているかどうかを判断するために必要な無

線局数等の情報は十分把握しており、その情報については、公

表していく方向で検討中。 

  また、当初の事業計画と実際の免許状況が大きく乖離してい

る事業者については、実態に応じた周波数の割当てを行ってい

きたい。 

８  事業主体  

   これまで約２年４ヶ月の間、参入規制を受けてきてお

り、今回の場合おいても指定電気通信設備を有する第

一種電気通信事業者に対して２ヶ月間割り当てないとい

 

   今回、加入者系無線アクセスシステム用周波数の追

加に当たって、地域電気通信市場の競争促進の観点か

ら、指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業



う条件規制が方針化された場合には、ＮＴＴ地域会社に

は周波数が割当てがされない可能性があり、加入者系

無線アクセスシステム市場の今後の発展に寄与できな

くなることが考えられ、ブロードバンドサービスの展開、

光ファイバ設備の有効活用を図る等の観点から、指定

電気通信事業者のみに対する規制要件は設けず、公

平な周波数割当て方針とされるよう要望する（ＮＴＴ東

西）。  

   加入者系無線アクセスシステムは、地域電気通信市

場の競争促進を目的として、導入・制度化がなされてお

り、既に宅内までの様々なアクセスインフラを持つ事業

者に対し、周波数の割当てを行うことは地域網の独占

につながり、結果として公正な競争を阻害することが想

定されることから、指定電気通信設備を有する第一種

電気通信事業者に割当てを認めるべきではない（アイ・

ピー・レボルーション）。 

 

者とその他の事業者の取扱いについて一定の差異を設

けることは必要であると考えられる。 

  ただし、加入者系無線アクセスシステムサービスの需

要喚起等の利用者利益の増進の観点も認められること

から、指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事

業者の新規周波数割当てを認めないのではなく、申請

受付開始から２ヶ月目の日の翌日以降、他の電気通信

事業者に割当てられていない周波数ブロックについて

は、指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業

者に対し、割当てを認めることが適当であると考えられ

る。 



９  指定電気通信設備の範囲  

   今回の改定により、指定電気通信設備を有する第一

種電気通信事業者に周波数ブロックが割り当てられた

場合、当該周波数ブロックを利用する端末系伝送路は、

指定電気通信設備の範囲となるものと理解している（日

本テレコム）。 

 

 

   指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者

が設置する固定端末系伝送路設備は指定電気通信設

備に該当する。 
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